
別紙１
計算書類に対する注記(法人全体用)

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（１）固定資産の減価償却の方法

・ 建物、建物附属設備、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品、ソフトウェア、権利－定額法
・ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（２）引当金の計上基準
・ 退職給付引当金－一般財団法人滋賀県民間社会福祉事業職員共済会の実施する退職共済制度に加入している

　　　　　　　　職員に係る掛金納付額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。
・ 賞与引当金　　－職員に対する賞与に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、
一般財団法人滋賀県民間社会福祉事業職員共済会の退職金制度によっている。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の計算書類（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
(2)事業区分別内訳表（会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
(4)公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
(5)収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

 当法人においては、収益事業を実施していないため作成していない。
(6)各拠点区分におけるサービス区分の内容
 ア　障害者支援施設事業(社会福祉事業)

｢ｽﾃｯﾌﾟ広場ｶﾞﾙ施設入所｣
｢ｽﾃｯﾌﾟ広場ｶﾞﾙｼｮｰﾄｽﾃｲ｣
｢法人本部｣
｢いちばん星桐生｣
｢ｽﾃｯﾌﾟ広場ｶﾞﾙ生活介護｣

 イ　地域支援事業(社会福祉事業)
｢ﾍﾙﾌﾟｽﾃｰｼｮﾝｶﾞﾙ居宅介護｣
｢ﾍﾙﾌﾟｽﾃｰｼｮﾝｶﾞﾙ重度訪問介護｣
｢ﾍﾙﾌﾟｽﾃｰｼｮﾝｶﾞﾙ行動援護｣
｢移動支援｣

 ウ　相談支援事業(社会福祉事業)
｢障がい児者相談センターみゅう｣

 エ　グループホーム(社会福祉事業)
｢ぷれりゅーど｣
｢スマイル｣

 オ　中北部中核事業(社会福祉事業)
｢ﾃﾞｲｾﾝﾀｰすみれ｣
｢ﾃﾞｲｾﾝﾀｰ楓｣

 カ　多機能型地域生活支援事業(社会福祉事業)
｢G-square凛｣
｢G-square凛ｼｮｰﾄｽﾃｲ｣

 キ　日中一時支援(公益事業)
｢チャイカ・ぽあん｣

 ク　大津市発達障害者支援(公益事業)
｢大津市発達障害者支援センターかほん｣

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 512,305,720 531,697,000 25,872,132 1,018,130,588
定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

合計 513,305,720 531,697,000 25,872,132 1,019,130,588

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし



 8. 担保に供している資産
該当なし

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産
建物 1,589,245,438 571,114,850 1,018,130,588

小計 1,589,245,438 571,114,850 1,018,130,588
その他の固定資産
建物 83,190,469 66,344,629 16,845,840
構築物 27,903,766 3,605,729 24,298,037
機械及び装置 5,290,500 5,290,496 4
車輌運搬具 9,738,840 9,738,833 7
器具及び備品 52,898,011 48,557,086 4,340,925
有形リース資産 70,316,040 35,712,500 34,603,540

小計 249,337,626 169,249,273 80,088,353
合計 1,838,583,064 740,364,123 1,098,218,941

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高
当期末残高

事業未収金 140,387,936 0 140,387,936
未収金 1,480,595 0 1,480,595

未収補助金 471,132,633 0 471,132,633
合計 613,001,164 0 613,001,164

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

・障害者支援施設事業拠点における生活介護棟は令和6年4月1日より使用を開始している。
・多機能型地域生活支援事業は令和6年4月1日より事業を開始している。


